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令和７年度第１四半期
認定申請説明会

令和６年１２月２０日（金） 13：30～
宮崎支部



＜概要＞

１ 求職者支援訓練の認定申請書を提出に当たっての留意事項

（令和６年１１月２９日以降に申請する訓練科から適用）

※本資料では『留意事項の変更』と称します。

２ 申請・実施に当たっての諸注意について

３ その他
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本説明会で説明する事項については、
■求職者支援訓練の認定申請書を提出するに当たっての留意事項
（令和６年１１月２９日以降に申請する訓練科から適用）
＜申請の留意事項＞

■求職者支援訓練を実施に当たっての留意事項
（令和６年７月１日以降に開講する訓練科から適用）
＜実施の留意事項＞

を参照しています。
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１ 留意事項の変更

令和６年１１月２９日以降に申請する訓練科の認定申請について、「申請の留意事
項」が改訂されました。ここでは主な変更点を紹介しますので、次回以降の申請に役
立ててください。
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（１）デジタルリテラシー要素の必須化について

令和７年４月１日以降に開講する全ての訓練科について、申請の留意事項に添付さ
れている別紙１９「デジタルリテラシーの設定について」のとおり、「DXリテラシー標準
の項目の一覧」に記載された内容を設定する必要があります。

申請する際、認定様式第５号の科目欄もしくは科目の内容欄に該当する内容を記
載していただき、認定様式第５号添付書類４「デジタルリテラシーを含むカリキュラム
チェックシート」に該当項目へのチェック・科目名を記載のうえ、提出していただく必
要があります。

★注意★

デジタルリテラシーが設定されていない、チェックシートにチェックが無い・科目名が
無い、チェックシートの提出が無いなどは、認定基準を満たさないことになります。

申請の留意事項ｐ43
別紙19（ｐ134）

１ 留意事項の変更
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（１）デジタルリテラシー要素の必須化について

設定おいては、次の内容もしくは別紙１９「デジタルリテラシーの設定について」を参
照してください。

①算定対象訓練時間内で設定してください。

②デジタルリテラシーを含むカリキュラムのみで単独の科目を設定することを求める
ものではありません。 （＝科目の内容にて設定することも可能です。）
③パソコン等のデジタル機器の操作の科目を必ず設定する必要はありません。

また、職業人講話でデジタルリテラシーの内容を実施することも可能です。
（職業人講話で設定する際は、チェックシートの科目名の欄に職業人講話とそのテーマを記載してください。
同様に、職場見学・集団形式で行う就職支援に関しても、実際に実施する内容に応じて、設定することも
可能です。）

なお、現在のところ、実際に実施するにあたって時間的な規制ルールはありません。
ルール上、デジタルリテラシーに触れる程度の内容でも差し支えありません。

申請の留意事項ｐ43
別紙19（ｐ134）

１ 留意事項の変更
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（１）デジタルリテラシー要素の必須化について

■記載の仕方
資料A「デジタルリテラシー要素の必須化に伴う記載例」を参照してください。

申請の留意事項ｐ43
別紙19（ｐ134）

１ 留意事項の変更

＜参考＞
デジタルリテラシー要素の必須化につきましては、次の内容が概ね該当します。

例）
・Office系（Word,Excel,PowerPointなど）の操作・機能説明、実習。
・インターネットを活用した広報（SNS等の活用など）。
・情報セキュリティ
・業界のデジタル技術活用事例の紹介



7

（２）職場見学及び職場体験の引率について

職場見学及び職場体験において、受講者を複数のグループに分けて実施する場合、
個々のグループごとに訓練実施機関の担当者が引率するなど、その管理（出欠管
理を含む。）の下に行う必要があります。

申請の留意事項ｐ46

１ 留意事項の変更
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（３）別紙９の廃止（記載例への組込み）

従前の別紙９「訓練日数及び訓練時間数等の記入方法について」は廃止され、留意
事項本文および認定様式第５号・６号の『記載例』に組み込まれました。

申請の留意事項ｐ36～

１ 留意事項の変更

＜参考＞
認定申請様式内
（Excelファイル）
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（４）訓練実施施設の要件について

訓練実施施設の要件について、具体的に記載するとともに一部文言の修正が行わ
れました。

申請の留意事項ｐ23

１ 留意事項の変更

＜参考＞

個人情報や機密情報の漏えいを防止するために、 認められない例 の確認をお願
いします。

併せまして、実施状況確認時は、閉鎖空間および十分なスペースの確保にご協力を
お願いします。
≪個人情報を漏えいする恐れがある場合として、認められない例≫
・実施状況確認時の会話等が外部に聞こえてしまう。
・視覚的に外部と仕切られていない（カーテン等の視界を遮るものがなく、
部屋の外から中が見えてしまう。）。
・事務室や訓練実施施設（運営拠点）を訓練実施機関以外の者が使用する。
・書類保管場所の施錠ができない等、訓練実施機関以外の者が個人情報に
接することが可能である。
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（５）食事時間の設定について

午前中で終了する訓練コースなど、実施機関の判断により食事時間の設定をしない
コースの設定も可能であることが明記されました。

申請の留意事項ｐ82

１ 留意事項の変更
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（６）キャリアコンサルティングを
オンラインで実施する場合

キャリアコンサルティングをオンラインで実施する場合は、別紙１２および別紙１４の
とおり、認定様式第６号およびコース案内へ記載してください。

申請の留意事項
別紙12（ｐ105）、別紙14（ｐ110）

１ 留意事項の変更

＜参考＞

キャリアコンサルティングをオンラインで実施する場合、オリエンテーション資料への
記載とともに説明するなど、実施する前に適切に受講者へ周知していただきますよ
うお願いします。
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（７）「求職者支援訓練を担当する
講師が満たすべき認定基準について」

別紙９に基づいて、認定様式第７の１号、１０号、１８号（裏面）のが表現が統一され
ました。
（内容そのものに変更はありません。）

申請の留意事項
別紙9（ｐ98）
認定様式第7の1号、10号、18号

１ 留意事項の変更
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（１）－①基本奨励金の特例措置

ＤＸ推進スキル標準対応訓練の特例措置について

令和５年１２月８日から令和９年３月３１日までに開始された
・ＩＴ分野
・ＷＥＢデザインコース（デザイン分野）

であり、ＤＸ推進スキル標準対応コース（認定様式第５号添付書類３「ＤＸ推進スキル標
準対応チェックシート」の複数カテゴリーに✔がつくコース）について、認定様式第５号の
「ＤＸ推進スキル標準対応の訓練における基本奨励金の特例措置の適用に係る希望の
有無」欄に「〇」が記載されたコースには基本奨励金が上乗せされること。
ただし、
・ＩＴ分野における基本奨励金の特例措置（ＩＴスキル標準レベル１以上の資格取得）
・ＷＥＢデザインの訓練における基本奨励金の特例措置（ＷＥＢデザイン関係資格取得）

と合わせて複数の支給要件を満たしている場合は、上記２つの特例措置が優先される
こと。

※例えば、ＷＥＢデザインの特例措置とＤＸ推進スキルの特例措置両方の支給要件を
満たしていた場合、ＷＥＢデザインの特例措置のみが適用されること。

申請の留意事項ｐ40
認定様式第5号について

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

再掲
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（１）－②基本奨励金の特例措置

右図の赤線で囲ってあ
る部分（③）に〇が記
入されているコースに
ついては、基本奨励金
が上乗せされること。

ただし、右図内①～③
の複数の支給要件を
満たしていても、優先
されるのは①、②であ
ること。

また、当該特例措置の
適用を希望する場合
は、コース案内に「DX

推進スキル標準対応
の訓練コースです」と
記載してください。

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

再掲
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（２）基本奨励金の特例措置（DSS）

右図のチェック欄に
✔のあるカテゴリー
（A～D）が複数ある
場合にDX推進スキ

ル標準対応訓練の
特例措置の適用対
象になります。

その際、認定様式
第５号の訓練概要
欄の末尾に【DSS対

応】と記載し、科目
の内容欄の該当す
る科目の文頭に〇
を付してください。

２ 申請・実施にあたっての諸注意等について

再掲
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訓練の申請にかかる各種書類について、間違えやすい点や、注意する点がいくつか
ありますので、参考にしていただき、次回以降の書類作成にお役立てください。

① 託児サービス書類の添付について（認定様式第３号）
認定様式第３号「託児サービス提供機関が要件に該当することを確認できる書類の
添付」について、託児サービスを実施しない場合は「あり・なし」のどちらにも「〇」をつ
けないでください。

託児サービスを実施
しない場合はどちら
にも〇をつけないで
ください！

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

再掲
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② 職業訓練サービスガイドライン研修の受講について（認定様
式第３号）
認定様式第３号「職業訓練サービスガイドライン研修の受講又はＩＳＯ29993及びＩＳＯ
21001の取得等ガイドライン研修と同程度以上の民間教育訓練機関の質保証・向上

の取組を行っている」について、受講・取得したものには「あり」に〇を、取得していな
いものには「なし」に〇をつけてください。

必ず「あり・なし」
のどちらかに〇を
してください！

再掲

２ 申請・実施にあたっての諸注意について
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③ 運営体制について（認定様式第４号）

認定様式第４号に記載されている「事務担当者」については、必ず１名以上は常駐で
きる体制を整えてください。

また、事務担当者については、講師と兼務することが可能ですが、該当者が授業等で
事務所にいない場合も別の事務担当者がいるようにしてください。

☆運営体制の常駐・兼務可否について
●責任者（常駐×）・・・、事務担当者、苦情を処理する者（※１）、就職支援責任者、

講師（※２）
●事務担当者（常駐〇）・・・責任者、苦情を処理する者（※１）、就職支援責任者、講師（※２）
●苦情を処理する者（常駐×）・・・責任者、事務担当者、就職支援責任者

●就職支援責任者（常駐△）・・・責任者、事務担当者、苦情を処理する者（※１）、講師（※２）

（※１）と（※２）の兼務は不可。

（常駐△）は訓練実施日数のうち５０％の全日は常駐する必要があります。この場合の「全
日」とは、訓練実施日の始まりから終わりまでの１日間となります。
また、苦情を処理する者は各コース１名のみ配置可能です。

申請の留意事項ｐ34
別紙8（ｐ97）

２ 申請・実施にあたっての諸注意等について

再掲
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④ 訓練日数について（認定様式第５号）
訓練日数について、訓練を実施する日を認定様式第６号から計上することとなってい
ますが、キャリアコンサルティングを１日で設定している場合はその日も訓練日数に
含めます。（受講者の出席要件にかかわる日は訓練日数に含まれます。）

申請の留意事項ｐ38、50
認定様式第５号 記載例

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

＜参考＞
キャリアコンサルティングについて
・１日６時間の時間割で 学科５時間＋キャリアコンサルティング１時間
・放課後実施
という実施も可能です。
申請の留意事項ｐ５０、認定様式第５号記載例、認定様式第６号記載例を
ご参照ください。

再掲＋α
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⑤ 訓練時間について

訓練時間に関しては、原則として設定された時間割表に基づいて実施していただきま
すが、実践コースであれば、訓練時間について １日につき３時間以上６時間以下 と
なっていますので、一部の日程を３時間にすることも可能です。
（ただし、実践コースは１か月につき８０時間以上など他の要件を満たすことが必要。）

申請において、設定している時間割表以外に、一部異なる訓練時間を設定する場合
は、認定様式第５号の訓練概要欄・認定様式第６号の時間割表の下段・コース案内
への明記が必要となります。

申請の留意事項ｐ81
認定様式第５号 記載例

２ 申請・実施にあたっての諸注意について
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⑥ 受講者の負担する費用（認定様式第５号）
「受講者の負担する費用」欄は、認定様式第８号（使用教科書等一覧）に記載されて
いる金額と一致させてください。

特に、「その他」欄については、８号において０円となる場合で５号に「０円」と記載され
ていないケースがよく見受けられますのでご注意ください。

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

再掲

⑦ 講師の勤務形態について（認定様式第７号）
認定様式第７の１号の枠外にも記載されていますが、勤務形態については、訓練実
施機関の雇用保険の被保険者となっている場合は「常勤」、それ以外の者を「非常
勤」としてください。また、認定様式第７の３号には、認定様式第７の１号の担当科目を
全て記載してください。
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⑧ 使用教科書一覧について（認定様式第８号）
認定様式第８号には、訓練で使用する教科書のみ記載してください。

※理解度を高めることを目的とした問題集やテキストを本来の教科書とは別に紹介す
ることは可能ですが、授業内では使用しないでください。また、有料のオリジナルテキ
ストを使用する場合は、内容を確認させていただくことがあります。
テキスト等の使用について疑問がある場合は機構宮崎支部までご相談ください。

⑨ 訓練実績について（認定様式第１４号）
認定様式第１４号に記載する実績は、過去１年間に実施した訓練のうち、雇用保険適
用就職率の適用期間で、直近に終了したコースからさかのぼって３コースを記載して
ください。また、該当するコースの「求職者支援訓練に係る就職率確定通知書」（写）
の添付が必須となっています。

なお、雇用保険適用就職率の適用期間については、機構宮崎支部ＨＰに掲載される
認定申請スケジュールに記載しております。

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

再掲
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⑩ コース案内について

令和５年度第４四半期申請分からお願いしておりますが、コース案内に「訓練実施機関
名」を必ず記載してください。

（例）お問い合わせ欄に記載する場合
～お問い合わせ～
〔訓練実施機関〕：独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 宮崎支部
〔訓練実施施設〕：ポリテクセンター宮崎

住所：宮崎県宮崎市～
電話番号：0985-～
担当者：○○

なお、実施機関名と実施施設名が同じ場合であってもそれぞれ分けて記載してください。
また、実施機関名と実施施設名の判別がつくよう、「訓練実施機関」と「訓練実施施設」
の文言を必ず記載してください。

申請の留意事項ｐ63
別紙12（ｐ104）

再掲

２ 申請・実施にあたっての諸注意について
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⑪ 訓練受講者改善指導等記録（参考様式７）の作成
（改善指導記録簿）

受講者の出席管理につきましては日々厳正に管理していただくことになっています。

受講者によっては、さまざまな理由で欠席等されていますが、修了要件に関しては、
その理由を問いません。また、出席率に応じて、口頭注意（指導）、警告などの文書発
出を行っていただくことになっています。

特に、警告などの文書発出につきましては、速やかに手交もしくは特定記録など記録
の残る手法での発送をお願いします。また、署名の有無の確認もお願いします。
併せて、その記録を改善指導記録簿へ必ず残すようにしてください。

また、上記以外に 実施機関が受講者に対して実施した指導・注意等に関しても必ず
記録 を残すようにしてください。

なお、改善指導記録簿は、参考様式となっていますので、内容が網羅されていれば、
実施機関の任意様式でも差し支えありません。

２ 申請・実施にあたっての諸注意について
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⑫ 個人情報・機密情報の漏えい防止
実施機関は、受講者の個人情報を始め、さまざまな情報を取り扱います。

個人情報・機密情報に関しては、漏えいしないよう適切な取り扱いをしていただきます
ようお願いします。
例）
・PCに受講者が作成した履歴書や職務経歴書などのデータが残ってないか
・受講者が作成した当人に関する個人情報をプリントアウトしたものが教室やプリンタ
残ってないか など

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

⑬ 資格の試験会場・PCなど
実施機関によっては、所有の教室を資格試験の会場として活用される場合がありま
す。資格試験の会場や試験に利用するPCなどについて、求職者支援訓練には直接

関係しませんが、受講者アンケートや終了時アンケートにおいて、資格試験の会場環
境や実施の仕方、PCの状況などに関して苦情を寄せられるケースがあります。

所有の教室を資格試験の会場などとして活用される場合は、適切な実施をお願いし
ます。
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⑭ 安全
実施機関は、求職者支援訓練に関わらず、安全衛生に関する義務を負います。

受講者が
・実施機関の設備（ホワイトボード・机・イス・PCなど）を通常利用して何らかの被害を
受けた。
例：●●が壊れたことによってケガをした。

高いところに置いてある物が落ちてきてケガをした。
LAN配線に引っかかり、転んでケガをした。

などの場合、実施機関が責任を負うことになります。

また、実施機関の重過失などと判断されれば、労働局によって一定期間申請不可な
どの判断がなされる場合もあります。

改めて、施設内の安全をご確認ください。

２ 申請・実施にあたっての諸注意について
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⑮ OS・officeのサポート終了
Windows10、office2016、2019につきましては、2025年10月14日にサポート終了となり
ますので、ご注意ください。（機構調べ）

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

＜参考＞

訓練期間中にサポート終了の商品を使用する場合、申請時に認定様式３号の該当
箇所のチェックとともに理由書（＝確約書）の提出が必要となります。また、訓練期間
中にOSなどの変更は原則認められていませんので、適切に更新計画の準備してい
ただきますようお願いします。
やむを得ず変更せざる負えない場合は、機構宮崎支部までご相談ください。
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申請の留意事項ｐ37
別紙15（ｐ126）

２ 申請・実施にあたっての諸注意について

⑯ 介護分野及び障害福祉分野における認定職業訓練実施
奨励金（職場見学等促進奨励金）について

上記奨励金については、現在のところ、令和７年３月３１日までに訓練を開始したコー
スが対象となり、一定の要件を満たす場合に、認定職業訓練実施奨励金が支給され
ます。

現在、同制度は、現在、厚生労働省等にて審議中となっており、第１四半期以降の適
用は不明です。

同制度が延長されるケースなどに備え、適用を希望される場合は、機構宮崎支部に
ご相談ください。
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～申請書類の提出に当たってのお願い～

３ その他

① 申請書類の提出について

第１四半期は申請書類の省略ができないため、提出書類の量が膨大になること、ま
た個人情報も多く含まれることから、メールでの提出は可能な限り控え、郵送または
持参にて提出していただきますようお願いします。何らかの理由によりメールでの提
出を希望する場合は事前に機構宮崎支部までご連絡ください。

メールの場合は、機構宮崎支部が指定するパスワードを必ず設定して送信してくださ
い。

② 訓練開始日の設定について

求職者支援訓練の開始日については、可能な限り開始日の前日が土・日・祝日以外
の日で設定してください。

③ 支部からの修正依頼の内容以外を変更する場合は、必ず審査担当者への事前
連絡および変更可否の確認をお願いします。（修正の依頼をしていない箇所が変更さ
れていることがあります。）
また、支部から修正依頼された書類を再提出する際は、依頼のあった様式のみをお
送りください。（メールサーバーを圧迫し、正常に届かない可能性があるため）

注意！

再掲＋一部編集



～申請書類の提出に当たってのお願い～

３ その他

④ 前回の修正事項の確認や提出前の複数人のチェックなど修正軽減にご協力いただ
きますようお願いします。

⑤ 修正書類を提出していただいた際、申請日などが変動しているケースがありますの
で、再提出の際はご注意ください。

⑥ メールによる電子媒体で提出する際は、誤動作などにより内容が変更されてしまう
恐れがあるため、PDF以外のファイル形式での提出は控えていただきますようお願いし
ます。また、PDF化した際、表示切れしていることが多々ありますので、ご注意ください。
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～申請書類の提出に当たってのお願い～

３ その他

⑦ カリキュラムの作成について、本部HPに掲載されている「カリキュラム作成ナビ」を

参考に作成されていると思いますが、作成にあたってご注意いただきたいポイントがあ
りますので、いくつかご紹介いたします。

〇 語学の内容を含むカリキュラムについて、一般的な語学入門は職業訓練として設
定できません。

〇 理容・美容分野のカリキュラムについて、医療類似行為が含まれる訓練は認められ
ません。ここでいう医療類似行為とは、足つぼやリンパマッサージ等の人体に刺激を与
える行為であり、医学的知識が必要となり、人体に危害を及ぼす可能性があるものを指
します。
〇 IT分野のカリキュラムについて、MicrosoftAccessによるデータベースの構築や、
HTML/CSSやWebページ作成ソフト（WordPress、DreamWeaver、ホームページビルダー
等）によるWebサイトの構築、コンテンツ作成ソフト（Illustrator、Photoshop、GIMP、
Canva等）による動画像編集はIT分野の専門科目とはなりません。

カリキュラムの設定の可否や該当する専門科目などについて疑義が生じた場合は機構
宮崎支部までご相談ください。
※本部に照会をかけることがあり、回答までに時間を要する場合があります。 31
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４ 最後に
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